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１ 計画策定の目的及び背景 

(１)計画策定の目的 

科学的かつ計画的な保護管理により、ツキノワグマと人との緊張感ある 

共存関係を再構築し、｢ツキノワグマの個体群の長期にわたる安定的維持｣ 

並びに｢人身被害の回避及び農林業被害の軽減｣を図ることを目的として、 

｢長野県第二種特定鳥獣管理計画(第４期ツキノワグマ保護管理)｣(以下、 

｢計画｣という。)を定める。 

 

(２)計画策定の背景 

森林生態系の上位種であるツキノワグマは、健全な森林生態系の指標で 

あり、昔から民話などに登場するなど古くから人々の生活に深く関わって 

きた。毛皮・肉・内臓などは、現在まで資源として利用されてきている。 

現在、ツキノワグマは全国的に生息数の減少が心配され、九州では絶滅、 

四国では絶滅のおそれが非常に高いといわれている。本州においても地域 

的に生息域の分断化が進み、環境省が作成した日本版レッドデータリスト 

では、主に西日本地域などの５箇所の地域個体群が｢絶滅のおそれのある 

地域個体群｣に指定されており、長野県においても「中信高原・八ヶ岳地域 

個体群」が長野県のレッドリストで｢絶滅のおそれのある地域個体群｣に指 

定されている。 

また、ツキノワグマを含むアジアクロクマは、ＩＵＣＮ(国際自然保護連 

合)によって危急種に指定され、ワシントン条約で国際取引が規制されるな 

ど、国際的にも注目されている種である。 

森林が県土の 78％を占める自然豊かな長野県においては、ツキノワグマ 

はそれ自体が自然の多様性を構成する不可欠な要素であり、県民共通の財 

産でもある。 

しかし、一方で人身被害や農林水産業への被害を発生させるなど、人と 

の軋轢も大きな問題となっていることから、人とツキノワグマの共存へ向 

け、より科学的かつ計画的な保護管理(wildlife management)が望まれ 

ている。 

長野県では、全県を対象に 1992(H４)年度～1994(H６)年度にかけ生息状 

況調査を実施し、平成７年から県独自の｢ツキノワグマ保護管理計画｣を実 

行してきた。 

1999(H11)年には｢鳥獣保護及狩猟ニ関スル法律｣が改正され｢特定鳥獣保 

護管理計画｣制度が創設されたことなどから、2000(H12)年度に生息状況の 

モニタリングを実施し、2001(H13)年度に法律に基づく｢第 1 期特定鳥獣保 

護管理計画(ツキノワグマ)｣(以下｢第 1 期計画｣という。)を策定し、2002 

(H14)年度～2006(H18)年度の間、実施をした。 
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｢第２期特定鳥獣保護管理計画(ツキノワグマ)｣(以下｢第２期計画｣とい 

う。)は、2002(H14)年度から 2004(H16)年度まで、八ヶ岳及び関東山地に 

おけるヘアートラップ及びドラム缶檻による捕獲再捕獲法を併用し生息調 

査、2005、2006(H17、18)年度に木曽郡南木曽町、大桑村における、ヘアー 

トラップによる生息調査、地域個体群の相対密度差の検討を行うため 

2005(H17)年度に 63 ルート、2006(H18)年度に 36 ルート痕跡調査モニタリ 

ングを実施して策定し、2007(H19)年度～2011(H23)年度の間、実施した。 

「第３期特定鳥獣保護管理計画（ツキノワグマ）」は、2011(H23)年、 

木曽郡南木曽町、大桑村において、ヘアートラップによる生息調査を実施 

し、専門家の参画を得て策定作業を行い、2012（H24)年度～2016(H28)年度 

の間、実施した。なお、2015(平成 27)年５月には、鳥獣の保護及び狩猟の 

適正化に関する法律（平成 14 年法律第 88 号）（以下、「鳥獣保護管理法」 

という。）の改正に伴い、第３期特定鳥獣保護管理計画を第二種特定鳥獣管 

理計画（第３期ツキノワグマ保護管理）に変更した。 
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２ 計画の対象鳥獣 

本県に生息する野生のツキノワグマ(Ursus thibetanus)を対象とする。 

 

３ 計画の期間 

2017 年(平成 29 年)４月１日から 2022 年(平成 34 年)３月 31 日まで(５年 

間)とする。 

 

４ 計画の対象地域 

(１)対象地域 

対象地域は県下全域とする。 

 

(２)地域個体群の区分 

効果的な計画の推進のため、ツキノワグマにとって移動障害になってい 

ると考えられる河川・鉄道・道路等で生息地を区分した一定の地域を、保 

護管理のユニットとする。(表１、図１) 

なお、本計画では各ユニットに｢○○地域個体群｣と名称を付けたうえで、 

各施策を実施することとする。 

 

 

表１   ツキノワグマの保護管理ユニットの範囲 

地域個体群の名称 範  囲 

(ｱ) 長野北部 ＪＲ大糸線－新潟県境－千曲川－犀川で囲まれた地域 

(ｲ) 越後・三国 

しなの鉄道－信越本線－犀川－千曲川－新潟県境－群

馬県境で囲まれた地域 

(ｳ) 

北 ア ル プ ス

北部 

ＪＲ大糸線－国道 158 号－岐阜県境－富山県境－新潟

県境で囲まれた地域 

(ｴ) 

北 ア ル プ ス

南部 

国道 158 号－ＪＲ中央本線－岐阜県境で囲まれた地域 

(ｵ) 関東山地 

しなの鉄道－群馬県境－埼玉県境－山梨県境－ＪＲ小

海線で囲まれた地域 

(ｶ) 八ヶ岳 

しなの鉄道－ＪＲ小海線－山梨県境－ＪＲ中央本線－

ＪＲ－犀川で囲まれた地域 

(ｷ) 

中 央 ア ル プ

ス 

ＪＲ中央本線－天竜川－愛知県境－岐阜県境で囲まれ

た地域 

(ｸ) 南アルプス 

ＪＲ中央本線－山梨県境－静岡県境－天竜川で囲まれ

た地域 
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図１ ツキノワグマの保護管理ユニット図 
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５ ツキノワグマに関する現状 

(１)生息環境 

ツキノワグマの本来の生息地はブナ、ミズナラなどの広葉樹林であるが、 

県下の民有林の広葉樹林の面積を見ると1960(S35年)には360千 haあった 

ものが、1980(S55)年には 278 千 ha、1990(H２年)には 269 千 ha、1995(H7) 

年には 265 千 ha と針葉樹の造林や林地開発等により年々減少してきた。 

しかし、1996(Ｈ８)年以降、増加に転じ、2000(H12)年には 265 千 ha、 

2006(H18)年には 267 千 ha、2016(H28)年には 275 千 ha となっている。 

また、2005(H17)年度に策定した長野県森林づくり指針に基づき、針葉樹、 

広葉樹、針広混交林をバランスよく配置するよう森林づくりを進めてきた 

結果、国有林を含めた広葉樹面積については、第１期計画の開始年

2002(H14)年には、362 千 ha であったが、2011(Ｈ23)年４月には、370 千

ha となっている。 

集落周辺の里山では、旧薪炭林などの伐採利用の減少に伴い、広葉樹林 

の成熟が進み、野生鳥獣が食物をとりやすく生活しやすい環境が回復して 

きているとともに森林への人の入込減少と、遊休農地等の拡大により、野

生鳥獣が集落へ出没しやすい状況となっていることも指摘されている。 

 

(２)ツキノワグマの生息動向 

   ① 生息分布 

目撃、痕跡情報、被害状況及び捕獲情報の昨年までの調査結果を見 

ると、本県では、ほとんどの地域でツキノワグマの生息分布が見られ 

る。(表２、図２) 

表２ 管理ユニットごとの生息分布面積 

（単位：箇所／k ㎡） 

管理ユニット 

メッシュ数 

合 計 

長野北部 938 

越後・三国 1,366 

北アルプス北部 1,209 

関東山地 487 

北アルプス南部 1,354 

中央アルプス 1,535 

南アルプス 907 

八ヶ岳 1,150 

   計 8,946 

 

              図２ 目撃・被害情報による生息情報 

 

H2 

 

H23 及び H27 

H27 年度 

H23 年度 
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② 推定生息数 

     生息数推定は、第３期計画における生息数推定結果との比較を行う 

必要があることから、同じ科学的な手法により、2015(H27)年、木曽 

郡南木曽町、大桑村(中央アルプス地域個体群)において、ヘアートラ 

ップによる生息調査を実施した。 

あわせて、同地点及び高ボッチ山周辺(八ヶ岳地域個体群)、安曇野 

の北アルプス山麓(北アルプス北部地域個体群)、浅間山山系南麓(越 

後・三国地域個体群)の４地域において、カメラトラップ調査を実施 

した。 

その調査から得られた値に生息分調査の結果や目撃情報等を加味し 

て、生息数の推定及び各地域個体群におけるツキノワグマの生息状況 

を推測した。 

     その結果、県下全体のツキノワグマの生息推定数は、400～15,440 

    頭で、その中央値は 3,940 頭となった。(生息個体数推定の算出方法は 

別添資料４) 

③ 地域別生息状況 

表３ 管理ユニットごとの推定生息数（中央値） 

（単位：頭） 

 

    ア 過去の推定生息頭数との比較では緩やかな増加となっており、既 

存の目撃情報、捕獲情報等を元に行った統計的手法による推定(ベイ 

ズ法)でも、緩やかな増加傾向にあるという計算結果となった（別添 

資料４）。 

 限られた地域、季節のヘアートラップ調査だけでは、行動範囲が 

大きく山のエサの状況により、季節や年度によって行動域を大きく 

変化させるツキノワグマの精度の高い推定が困難なため、今後の個 

体数の推定に向けて、誘引を伴わないカメラトラップ法など、新た 

個 体 群 2011（23）年 2015（27）年 

 推定値 中央値 推定値 中央値 

長野北部 238～1,167 575 60～2,400 610 

越後・三国 438～1,580 779 80～3,060 780 

北アルプス北部 270～1,504 742 60～2,350 600 

関東山地 124～404 199 15～480 120 

北アルプス南部 385～1,123 554 90～3,550 900 

中央アルプス 362～1,273 628 60～2,260 580 

南アルプス 84～203 100 20～770 200 

八ヶ岳 18～95 47 15～570 150 

合 計 1,919～7,348 3,624 400～15,440 3,940 
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な調査手法の模索と、モニタリングのためにベイズ法による個体数 

推定を継続して行う。 

 

☆ベイズ法による個体数推定について 

 目撃数、捕獲数、堅果の豊凶指数などの既存のデータを用いて、統

計的に個体数を類推する手法。 

 

イ ｢長野北部地域個体群｣、｢越後・三国地域個体群｣、｢北アルプス 

北部地域個体群｣、｢北アルプス南部地域個体群｣、｢中央アルプス地 

域個体群｣は生息分布調査から分布の著しい分断は見られないこと 

から、生息数は安定的に推移していると考えられている。 

ウ ｢関東山地地域個体群｣については、長野県の生息分布面積が小さ 

いうえ、目撃情報、捕獲頭数が少なく、推定に利用するデータが無 

いため、生息面積の大きい隣県の推定生息密度を利用して推定した 

結果、今回も生息状況に大きな変化は見られないことから、生息数 

は安定的に推移していると考えられている。 

エ ｢南アルプス地域個体群｣については、山梨県、静岡県に跨ってお 

り、本県における生息数はやや少ないものの、他県における生息状 

況を考慮すると直ちに絶滅を危惧するレベルにはないと考えられて 

いる（別添資料３）。 

オ ｢八ヶ岳地域個体群｣は、北部の上田市周辺では比較的目撃情報が 

 あるものの、南部を中心に生息分布の分断が著しいこと、推定され 

る生息数が非常に少ないことなどの理由から、地域個体群の存続が 

懸念される。 

 

 (３)ツキノワグマの出没状況 

   ① 里地、山林内別の目撃件数の推移 

    ア 2006(H18)年度の異常出没以降、数年おきに出没の増加がある。     

里地での目撃件数が 1,000 件を大きく上回る年を大量出没年、そ 

の他の年を平常年としてみると、大量出没年は 8 月以降に里地での 

目撃が多くなる傾向がある（図３）。 

    

    

    

    

    

    

    

    

ある年ある年ある年ある年のののの    

個体数個体数個体数個体数    

次次次次のののの年年年年のののの    

個体数個体数個体数個体数    

捕殺数 

自然自然自然自然増加率増加率増加率増加率    

目撃数 

堅果類の豊凶 

捕殺数 目撃数 



8888    

年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 4-12月累計

H18 30 78 115 200 284 191 198 81 7 1,184 

H19 45 73 109 190 154 53 30 16 0 670 

H20 12 55 75 103 120 68 23 20 5 481 

H21 14 39 118 174 127 50 20 7 0 549 

H22 13 73 125 164 200 207 127 73 2 984 

H23 15 34 85 90 88 40 18 7 0 377 

H24 16 39 114 103 184 104 58 36 0 654 

H25 14 40 134 131 162 78 13 8 4 584 

H26 22 62 96 182 194 374 283 54 3 1,270 

H27 28 55 161 113 126 39 28 16 2 568 

H28 38 86 237 185 180 113 58 17 4 918 

年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 4-12月累計

H18 22 27 108 252 817 909 751 434 42 3,362 

H19 35 64 83 164 306 137 28 11 0 828 

H20 12 29 79 131 203 127 46 40 13 680 

H21 6 25 69 103 156 76 6 2 0 443 

H22 8 38 112 159 327 535 269 139 4 1,591 

H23 13 46 115 154 219 96 38 3 0 684 

H24 8 31 84 176 325 286 89 21 0 1,020 

H25 14 41 84 89 147 85 12 4 0 476 

H26 14 52 79 138 263 413 430 177 9 1,575 

H27 25 47 134 142 177 37 12 8 0 582 

H28 12 60 137 163 171 118 87 31 6 785 

表４ ツキノワグマ里地での目撃件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ H28 ツキノワグマ里地での目撃件数の推移（H18～H27 との比較） 

 

表５ ツキノワグマ山林内目撃情報件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ H28 ツキノワグマ山林内での目撃件数の推移（H18～H27 との比較） 
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図５ ツキノワグマ目撃件数の里地、山林内の比較 

 

 

 

 

 

 

 

図６ ツキノワグマによる人身被害の里地、山林内別件数 

 

   イ 里地での目撃の平常年と大量出没年の比較では、8 月から 11 月に 

かけて目撃が増加し、特に 9 月、10 月が顕著に増加しているため、 

堅果類の豊凶の影響が推察される。 

    ウ 山林内の目撃も同様の傾向だが、2016(H28)年度については暖冬の 

影響で人の山林内への入り込みが早かったことと、秋田県での事故 

をうけて春から報告件数が増加したと考えられる。 

    エ 大量出没年は、里地での目撃の増加にあわせて、里地での人身被 

     害が増加する傾向にある。 

 

(４)ツキノワグマの捕獲状況 

 ※グラフ中の横線は設定された捕獲上限数を示す。 

図７ ツキノワグマの捕獲状況 
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   ① これまでの捕獲実態 

1970(S45)年度から 1989(H 元)年度までの 20 年間の年間捕獲数は、 

    概ね 200 頭から 300 頭で推移し、年間平均捕獲数は 246 頭になった。 

 1992(H4)年度から(社)長野県猟友会による年間捕獲数の上限を 159 

頭とする捕獲の自主規制が始まった。 

1995(H7)年度からは保護管理計画に基づき、年間の捕獲上限数を概 

ね 150 頭程度に設定し、個体数管理を実施してきた。 

② 最近の捕獲数の推移 

第１期計画期間中の 2002(H14)年度から 2015(H27)年度まで、大量出 

没のあった 2006(H18)年度、2010(H22)年度、2014(H26)年度及び地域 

的に出没が多かった 2012(H24)年度を除く、平常年の捕獲数は 100～ 

200 頭程度で推移しているが、図３に示す里地への出没増に同調し、 

ツキノワグマの大量出没年の人身被害の回避や農林業被害の軽減の 

ため捕獲数(捕殺)は 8月から 11月にかけて増加し、2006(H18)年度 558 

頭、2010(H22)年度 390 頭及び 2014(H26)年度 654 頭となった。

2002(H14)年度から 2015(H27)年度の平均では狩猟を含め、253 頭と 

なっている。 

表６ ツキノワグマ許可捕獲 捕殺・放獣別数 

 

図８ H18～H27 及び H28 の許可捕獲による捕殺の月別推移 

 

(５)人身被害の発生状況 

① 発生件数 

本県のツキノワグマによる人身被害(狩猟又は個体数調整による捕 

   獲行為中の事故を除く)の発生件数の推移を見ると、統計のある 

1973(S48)年度から1994(H４)年度までは年間の事故件数は０～３件で 
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推移していたが、1994(H６)年以降は増加傾向にあり、2002(H14)年度 

以降の平常年(H18,H22,H26 を除く)の平均では、6.5 件の発生となって 

いる。 

また、大量出没となった年度の人身事故件数は、2006(H18)年度 16 

   件、2010(H22)年度 14 件、及び 2014(H26)年度は事故が多発し、31 件 

となり、里地での被害が平常年に比べて多い傾向が見られる。 

死亡事故については、2004(H16)年度に初めて発生し、2006(H18)年 

   度には 2 名の方が死亡している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

H28 年度の数値は 12 月末現在の数 

図９ 里地、山林内別の人身事故発生状況 

 

② 発生場所 

2002(H14)年度から2015(H27)年度に発生した132件の人身被害の内 

訳を見ると、ツキノワグマの生息地である森林内(渓流、森林内道路含 

む)で発生したものが 88 件で 67％を占めている。 

③ 発生時期及び時間 

同様に月別人身被害の発生状況を見ると、大量出没年といわれる 

2006(H18)、2010(H22)、2014(H26)年度の人身事故は、目撃件数や捕獲 

数と同様に夏から秋にかけて被害が多いことがわかる。 

また、被害の発生時間帯を見ると、朝 7 時前と 7 時～11 時までの午 

前の時間帯がいずれも 28 件、21.2％と全体の４割以上を占め、次いで 

午前 11 時～15 時の日中が 41 件、31.1％で、里地での事故に限ると午 

前 7 時前が 15 件、34.1％と早朝の事故が多くなっている。 

 

 

  

 

 

 

図 10 H14 ～H27 月別人身被害発生件数(年平均) 
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区分 山菜採り アウトドア 山林作業等 散歩 生活 他 合計

件数 34 21 13 16 31 17 132

割合 25.8% 15.9% 9.8% 12.1% 23.5% 12.9% 100.0%

年代 10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 不明 計

人数 2 1 10 13 20 41 38 13 3 141

割合 1.4% 0.7% 7.1% 9.2% 14.2% 29.1% 27.0% 9.2% 2.1% 1
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④ 発生状況 

被害発生時の状況を見ると、山菜狩り(キノコ狩りを含む)が 34 件、 

アウトドア目的の入林が 21 件、及び山林作業が 13 件で、全体の半数 

以上を占めている。 

表７ H14～H27 状況別人身被害発生件数の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 H14～H28 状況別人身被害発生件数 

 

⑤ 負傷者の年齢、性別 

2002(H14)年以降の年齢不明者を除く負傷者は、138 名で、年齢別 

に見ると、70 歳以上が 51 名、60 歳代が 41 名、50 歳代が 20 名となっ 

ており、50 歳以上が全体の 81％を占めている。負傷者の性別は男性が 

115 名 82％、女性が 26 名 18％となっている。 

 

表８ H14～H27 人身被害者の年齢別割合 

 

 

 

(６)農林業被害の発生状況 

農業被害について、2006(H18)年度の大量出没の年をピークに減少傾向 

にあり、2015(H27)年度の被害額は 21,106 千円で、トウモロコシや果樹な 

どに対する食害が８月～10 月を中心に発生している。 

林業被害について、2008(H20)年度以降減少している。2015(H27)年度の 

被害額は、77,117 千円で、下伊那地方、木曽地方などにおいてヒノキやス 

ギの壮齢林等を中心に剥皮被害が発生している。 

農林の被害金額の合計は、鳥獣被害対策の推進により、近年、右肩下が 

  りで推移しており、大量出没による明確な影響は見られない。 
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図 12 ツキノワグマによる農林業被害の状況 

 

(７)狩猟者の現状 

   保護管理の実施に当たっては、狩猟期の銃猟において、地域のツキノワ

グマに人との緊張感を形成させること、農林業被害対策での捕獲の実施、

集落への出没した場合での緊急出動など狩猟者の果たす役割が大きい。し

かしながら、狩猟者の数は近年下げ止っているとはいえ、25 年前と比べ約

半数にとどまり、かつ、高齢化が進行している。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  （注）「60 代以上」は、免許所持者における 60 歳以上の者の割合を示したもの 

図 13 狩猟登録者数と狩猟免許所持者の 60 歳以上の割合 

 

６ 計画の目標 

(１)基本目標 

ツキノワグマの目撃が人里近くで多くなり人身被害が増加していること 

から、人とツキノワグマとの棲み分けによる共存を図るため、人の生活圏 

とツキノワグマの生活圏との間に緩衝帯を設ける。 

人身被害・農林業被害などの被害防止対策を積極的に推進、人の生活圏 

に誘引しないよう努める。 

また、不必要な捕獲によりツキノワグマを絶滅させないために、人里周
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辺へ出没したツキノワグマについては、個体ごとの特性を見極め、当該個

体の人の生活圏への出没が抑制できない場合は、捕獲を実施し、それ以外

の個体については、｢移動放獣の基準｣に基づき放獣を行うことで、人の生

活圏に対してより警戒感を持たせるものとするとともに、狩猟期間の捕獲

の実施による人とクマの緊張関係の維持を図る。 

 

(２)目標を達成するための方策と基本的な考え方 

保護管理に当たっては、｢生息地などの環境整備｣、｢被害管理と予防対策｣ 

及び｢個体数の管理｣を総合的に取り組むことにより目標の達成を図ること 

とする。 

なお、ツキノワグマと人とが緊張感のある棲み分け関係を再構築してい 

くために、狩猟が果たしている役割を評価するとともに、出来る限り集落 

周辺に誘引しないための予防対策に取り組んでいく必要がある。また、総 

合的な取り組みの推進については、県民の理解が必要不可欠であることか 

ら、その理解と協力が得られるよう積極的に普及啓発を図るとともに、実 

施にあたっては、特に市町村の役割が重要であることから、総合的な対策 

の実施に向けた行政間の意識の統一を図ることとする。 

また、生息・被害・捕獲等の状況や総合的な対策の実施結果、捕獲個体 

の分析等の継続的なモニタリングを行い、その結果をフィードバックする 

ことにより、より目標の効果的な達成を図ることとする。(図 14) 

なお、計画の見直しには、学識経験者・狩猟団体・農林業者・自然保護 

団体等からなる｢特定鳥獣等保護管理検討委員会及び同ツキノワグマ専門 

部会｣(以下、検討委員会等という。)の評価・提言を受けるとともに、適 

切な情報公開により、関係者との情報の共有及び合意形成を図ることとす 

る。 

さらに、ツキノワグマの生息分布は県外に連続することから、関係する 

県と連携しながら施策の実行性の確保を図ることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 保護管理計画の体系 
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① 生息地などの環境整備 

ア ツキノワグマの生息地である森林環境が、ツキノワグマにとってよ 

り生息しやすい環境となるよう、対象林分については、適切な間伐を 

通じた、多様な林齢・樹種からなる健全な森林の形成を進めることと 

する。 

イ 里山においては、人とツキノワグマとの棲み分けを積極的に進める 

ため、集落周辺の森林や耕作放棄地を｢緩衝帯｣として整備する。 

なお、こうした整備が一過性のものとならないように、地域住民や 

関係者はもとより、都市住民等と連携し、地域ごとにこうした｢緩衝 

帯｣が維持管理できる体制や仕組みづくりを進めることとする。 

ウ 森林に隣接する農地や集落においては、農業被害や人身被害の回避 

のため、地域住民に対し、ツキノワグマを誘引する原因となる放置果 

実（カキ、クリなど）、廃棄果実や生ゴミ等の適切な処理などについ 

て啓発を行うこととする。 

     また、別荘や林間内にあるホテル等についても生ゴミ等の適切な処 

理などについて啓発を行うこととする。 

   エ 間伐等の森林施業においては、林業用機械などに使用するオイル類 

にツキノワグマが誘引される場合があるため、適切な管理に務めると 

ともに、作業者が森林内で生ゴミなどの誘引物を残さないように啓発 

を行うこととする。 

オ 登山道や観光地などにおいては、人身被害の回避のため、観光客や 

施設設置者などに対し、ツキノワグマを誘引する原因となる生ゴミ等 

の適切な処理、餌付け行為の防止などについて啓発を行うこととする。 

 

② 被害管理と予防対策 

ア 里山における荒廃森林や耕作放棄地の拡大により、集落側にツキノ 

ワグマの生息可能地が拡大しており、集落内において、ツキノワグマ 

と人とが不慮の遭遇をする危険が増大している。こうしたことから農 

林家等による個別、単発的な防除だけでは集落内への出没を抑制でき 

ない状況が生じている。このため、個別防除を基本としつつも、集落 

をあげて被害を管理し、どこをどのように守るか、地域の土地利用も 

含めて検討をするとともに、防除すべき箇所においては、徹底した予 

防対策を推進し、誘引しない環境づくりを進めるとともに、鳥獣被害 

対策のための侵入防止柵の設置を進めることとする。 

イ 出没初期や農作物等への初期被害時の迅速な対策がツキノワグマの 

定着化の予防となることから、地域に組織された被害対策チームと県 

の被害対策支援チーム、県内に配置している｢クマ対策員｣(県とＮＰ 

Ｏ・大学との協定に基づき科学的な現地診断や対策の処方のため派遣 
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されるツキノワグマの専門家)が協力し被害現地での指導、助言を行 

い、科学的な知見のもとで迅速な予防対策を推進することとする。 

ウ 農林業被害の個別防除においては、より防除効果の高い機材の選択 

や設置が行われるよう啓発を行うこととする。 

林地においては、クマはぎ被害対策として保残する造林木のテープ 

巻き処理、ネット巻き処理などによる被害防除に加えて、加害個体を 

除去する捕獲対策の推進を図る。また、必要な場合は関係機関と所有 

者らが協力し、これまでに実施した被害対策の効果などの検証を進め、 

被害地での防除対策の効果的な運用を図るとともに、テープ巻き以外 

の有効な防除方法の検討を行う。 

なお、関係機関と連携し普及性が高く、より効果のある手法の情報 

収集に努め、これら防除方法の検証を行い、有効な方法の普及啓発を 

図ることとする。 

エ 森林等の生息地における人身被害の回避については、ツキノワグマ 

の習性の理解や身を守る知識の習得等を行った上で、遭遇防止対策を 

行いながら生息地に立ち入るよう啓発を進めることとする。また、関 

係者に対しツキノワグマに関する情報の提供や被害回避の方法に関 

する啓発を行うこととする。 

   オ 毎年行う、堅果類豊凶調査結果と目撃情報の状況により出没予測を 

行い、適期の注意喚起を行うこととする。 

 

③ 個体数の管理 

   ア 個体数の管理は、地域個体群ごとの生息状況等を勘案し実施するこ 

ととする。 

イ 捕獲の上限数については、｢狩猟｣と｢個体数調整による捕殺｣とを合 

計した全県及び地域ごとの捕獲上限数を毎年設定したうえで、合計捕 

獲数が捕獲上限数を上回らないよう、市町村・狩猟者・農林業者など 

の関係者に対し、協力を要請するものとする。 

ウ 年次ごとの捕獲総数は、出没の増減に連動して変動せざるを得ない

ことから、平常年の捕獲上限と、出没増加年の捕獲上限の２段階とし

て個体群ごとの捕獲数管理を行い、モニタリングのためにベイズ推定

による個体数推定を実施し、累計の評価を行う複数年管理総捕獲数管

理方式を併用することとする。 

エ なお、出没増加年の判定は、堅果類豊凶調査結果による出没予測と

目撃情報の状況により、判断する。 
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長野北部

北

アルプス

（北部）

北

アルプス

（南部）

中央

アルプス

南

アルプス

780 610 600 900 120 580 200 150 3,940

６％ ６％ ６％ ６％ ３％ ６％ ６％ ０％

47 37 36 54 4 35 11 0 224

３％ ３％ ３％ ６％ ３％ ５％ ３％ ０％

29 18 18 54 4 29 6 0 158

平常年上限

生息推定数

大量出没による捕獲増が起きやすい個

体群を考慮した平常年の捕獲上限数

（佐久、上小、諏訪を除く）平常年上限数

大量出没に対応した捕獲上限数

出没年上限数

区分

越後・

三　国

北アルプス

関東山地

中央・南アルプス

計八ヶ岳 　備　　考

出没年上限

表９ 管理ユニットごとの捕獲上限数 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 計画の実施  

(１)生息地などの環境整備 

生息地などの環境の整備は、公共事業として広域的に実施するものから、 

人家周辺にツキノワグマを呼び寄せないように住民ひとり一人の責任にお 

いて身の回りで実施できるものまで様々な施策が考えられる。 

整備に当たっては、｢山間部については原則として本来ツキノワグマが生 

息している場所｣、｢農地や人家周辺は原則として人の生活が優先される場 

所｣と大別して考えることとするが、本県においては人家と山間部の境界が 

明確でない地域が多くあることから、地域住民や市町村等と連携し、地域 

ごとのゾーニングを検討したうえで、それぞれの地域にあった効果的な施 

策を住民の生活や農林業に配慮しながら実施するものとする。 

 

① 山間部における環境の保全と整備 

ツキノワグマ個体の行動範囲は非常に広範囲に及ぶことから､地域 

    個体群を安定的に維持するためには、生息地の連続性を確保すること 

が重要であり､鳥獣保護区等の設定に当たっては十分に考慮するとと 

もに､大規模開発の規制にかかる各種の制度の運用に際しても配慮す 

るよう､関係者等に要請することとする。 

 また、他の鳥獣の生息にも配慮しながら、ツキノワグマの生息に適 

した環境を整備するため、関係者と協力しながら中長期的な視点に立 

ち、戦後に植林された針葉樹人工林の適切なに手入れを進めるととも 

に、森林の状況によってはナラ類などの広葉樹への更新を誘導、育成 

して針葉樹、広葉樹、針広混交林がバランスよく、配置された多様な 

森林へと転換することを目指すこととする。 

 

   ② 里山等における緩衝帯の整備 

人家、通学路、耕作地周辺の林縁部及び遊休農地等は、薮刈りや除 

間伐、下草刈りなどを行い､見通しを良くすることで､ツキノワグマの 

出没しにくい環境をつくり、ツキノワグマと人との緩衝帯とする。 

また、緩衝帯の設置や維持管理については、地域住民や所有者はも 
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とより、民間企業、都市住民、NPO、ボランティア等、多様な主体の 

協力のもとで持続的な取り組みとなるような仕組みづくりを市町村 

を中心として行うこととする。 

なお、電気柵や防護柵など、様々な防除策を併用することで、より 

被害抑制の効果が得られることから、現場にあった総合的な取組みを 

推進する。 

     また、ツキノワグマは、見通しの効かない河川敷等を移動経路とし 

て、農地や人家、時には森林から離れた市街地へ出没することもある 

ことから、人の生活圏への出没を防ぐために、河川敷等の刈り払い、 

管理についても関係機関と協力し、取組みを行っていくこととする。 

 

(２)被害管理と予防対策 

中山間地域にあっては、高齢化、過疎化等により、農地や人家の間に耕 

作放棄地がモザイク状に点在するなど、防除しにくい状況が生じており、 

かつ、それがまた野生鳥獣の出没を容易とし、被害の拡大による耕作意欲 

の喪失といった悪循環が発生していることから、今後、市町村を中心に地 

区ごとの協議会等において、農地などの土地利用のあり方や防除ラインの 

設定などを、住民生活を考慮しつつ地域ぐるみで協議・設定するとともに、 

被害状況を管理し、クマ対策員などの専門家の知見のもとで組織的に予防 

対策を講じていくこととする。 

   また、市町村等に寄せられた目撃や出没情報については、対応や出没、 

被害状況の記録を作成し、被害対策に活用することとする。 

 

① 農地や人家周辺における環境整備 

人里にツキノワグマを誘引することが人身被害や農林業被害につな 

がることに留意し、地域の実情に十分配慮しつつ、クマ対策員などの 

専門家と連携しながら、次の事項を基本としてツキノワグマを誘引し 

ない環境をつくるように努めることとする。 

ア トウモロコシなどの嗜好性の高い農作物は、電気柵等の設置を徹 

底する。 

イ 誘引物となることが考えられる農作物は､できるだけ取り残さな 

いようにするとともに､不要な農作物などを人家や耕作地周辺に放 

置しないように努める。 

      特に、カキやクリは収穫の徹底や幹へのトタン巻きなどにより、 

ツキノワグマが利用できないように努める。また、収穫をしない場 

合は立木の伐採を進める。 

ウ 養蜂のための巣箱なども誘引する要因となることから､養蜂箱の 

設置に当たっては､場所を十分考慮するとともに、電気柵等の設置を 
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徹底する。 

エ ツキノワグマへの餌付けや生ゴミなどの不適切な処理は、人身被 

害等を誘発する原因となるので絶対に行わないこととする。 

      特に出没が多発している地域では、コンポストも誘引原因となる 

ため、代替の対策を検討する。 

 

② 人身被害の回避 

ア 近年全国的に、数年おきにクマの大量出没が繰り返されるように 

なってきており、その大きな要因が、秋のブナ科樹木の堅果の凶作 

が強く影響していることがわかってきたことから、本県では、出没 

予報の発表を 2005(H17)年９月から実施しており、今後とも継続す 

るとともに、より早期に正確な予報が発表できるよう国等と連携し 

ながら手法の確立を目指すこととする。 

    イ 中山間地域においては、人間の活動域とツキノワグマの生息域が 

     接近していることから、前述の農地や人家周辺における環境整備を 

行う。 

 （ア） 林縁部の農地、生活道路周辺の薮払いの実施。 

 （イ） 林縁部での作業開始前の花火等による追い払いの実施。 

ウ 山林内などにおける人身被害の回避は、自らを守る意識を入山者 

などの関係者に広めることとし、以下の事項を基本として入山者な 

どへの啓発を行うこととする。 

（ア） 本県の森林域には、ツキノワグマが生息していること。 

（イ） 樹木等に残されたツキノワグマの痕跡、糞などを見分ける 

   方法。 

（ウ） 積極的にツキノワグマとの接近、遭遇を回避するための鈴 

   やラジオの携帯、エサとなるゴミ等の適切な処理など。 

（エ） ツキノワグマと万が一遭遇してしまった場合の対処法等、 

       特に山菜やタケノコ、キノコなどの採取時は、採取に熱中し、 

周囲の異常に気づきづらくなること、鈴やラジオなどの音も 

こもりやすいので、複数での行動等を徹底する。 

（オ） ツキノワグマの出没情報等について､インターネットや登 

山道などへの看板設置、有線放送など各種媒体を利用して広 

く情報を提供する。 

（カ） 山間部にある観光地や別荘地などでの人身被害の回避につ 

いては、施設の利用者や管理者に対する自己防衛について啓 

発するとともに、ツキノワグマを誘引する原因となる生ゴミ 

等の適正処理などの誘引防止策を徹底する。 

         特に、観光客が多数訪れる高山観光地においては、観光客 
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に対して、施設管理者、地元観光協会、交通機関など関係機 

関が連携しながら、クマの出没情報の提供に努めるとともに、 

クマとの遭遇を避ける方法などについて、啓発を行う。 

エ 上記以外の人里地域にツキノワグマが出没し､現に被害が発生し 

 ているか発生の恐れがある場合は、クマ対策員等の専門家と連携し、 

 迅速に対策を講じ､被害の発生又は拡大防止に最大限努力するもの 

とする。 

      特に、ツキノワグマが生息する森林に隣接した斜面林や河畔林、 

     藪等は、ツキノワグマの移動経路となるので、樹木の伐採、下草刈 

り、電気柵の設置等により遮断し、人里内への侵入の阻止に努める 

こととする。 

      また、通学路、公園等の付近にツキノワグマが出没している場合 

は、市町村、教育委員会、PTA、地区住民が連携し、以下の対策を行 

い、児童、生徒、住民の安全確保に努めるものとする。 

（ア） 通学路等の点検を行い、誘引物の有無を調べ、撤去や防除 

対策を行う。 

（イ） 通学路周辺の森林や荒廃農地などの刈払いなどを行い、出 

没しにくい環境の整備を行う。 

（ウ） 学校等への通学に当たっては、鈴などを鳴らしながら集団 

登下校を行うほか、必要に応じ保護者等による引率を行うな 

ど、児童・生徒の安全確保に努めるほか、ツキノワグマなど 

の野生動物に対する正しい知識と対処法について学習を行う。 

（エ） 近隣地域や隣接市町村に対し必要に応じ速やかに情報提供 

を行う。 

（オ） 出没が多発している場合は、パトロールの実施、集団行動 

の徹底、早朝・夜間・夕方の行動の自粛等を地域ぐるみで行 

う。 

オ 被害状況の把握と防除対策 

人身被害が発生した場合は、クマ対策員等の専門家と連携し、下 

記により発生状況の把握・分析を行い、情報開示を行うとともに被 

害回避のための資料とする。 

（ア） 発生日時及び場所 

（イ） 被害者の性別、年齢 

（ウ） 事故原因、発生の状況(被害者、ツキノワグマ等の状況) 

（エ） 負傷の程度 

（オ） 発生後の対応、防除対策(市町村、警察・消防、県、地域住 

民) 

（カ） その他 
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③ 農林業被害の防除 

農業被害の防除については、適切な防除機材の選択や維持管理が 

    重要であることから、研修会や地区懇談会等を通じ防除技術の普及 

啓発に努めるとともに、支援等を行うこととする。 

林業被害については、剥皮被害を減少させるために、テープ巻き 

    などの防除対策の普及に図るとともに、より効果的な防除方法の検 

討や情報提供に努める。 

また、被害対策は初期対応が効果的であることから、鳥獣被害発生 

    原因の迅速な特定など、クマ対策員との連携により対策を講じること 

    が必要である。 

なお、防除対策の実施とともに、不要な農作物の適正な処理を行う 

とともに、緩衝帯整備などを進めツキノワグマを農地周辺に呼び寄せ 

ないような環境整備についてもあわせて実施するよう普及啓発に努 

める。 

ア 農地の被害防除には、電気柵が有効であり、適切な施設の普及を 

 図るとともに、防除対象や地形等を考慮した設置方法や、メンテナ 

ンスの実施について市町村、農業協同組合など関係機関や農業技術 

を有する集落リーダー等と連携し普及指導に努める。 

イ 林業の造林木被害(クマ剥ぎ)防除については、幹に縄、テープ、 

 ネット資材などを適切に設置することにより、剥皮被害の抑制効果 

が見られるので、普及に努めるとともに、被害地や被害を受けやす 

い林分の傾向などについても情報の提供に努める。  

また、テープ巻き処理などは、軽作業であることから、下流域の 

     住民の協力など、多様な主体の参画のもとで、持続的に実施する仕 

     組みづくりを進める。 

また、捕獲による対策についても進めることとするが、ツキノワ 

     グマの生息密度を低下させる捕獲方法では、被害軽減効果が不十分 

と思われることから、次により加害個体を選択して捕獲を実施する 

ことする。 

（ア） 捕獲場所は、現被害林分(3 年以内)及びその周辺林分のみ 

とする。 

（イ） 捕獲期間は、クマ剥ぎの発生の恐れがある 4 月～7 月頃と 

する。 

（ウ） 捕獲許可は、被害状況を調査した上、年間捕獲上限数を考 

慮して許可する。  

（エ）  捕獲方法は、原則としてドラム缶檻などとし、作業の安全 

性に配慮したドラム缶檻への移行を進めるものとする。 
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（オ） 捕獲個体は原則として、殺処分とするが、明らかに加害個 

体でない場合には放獣とする。 

ウ 森林内や里山周辺の養魚場や釣堀が、ツキノワグマの餌場となっ 

 ている箇所が見受けられることから、電気柵による予防措置の徹底 

を働きかける。 

エ 電気柵等の被害防除施設の設置に当たっては､隣接する耕作地の 

 所有者や市町村等が一体となって､地域全体の防除を考え計画的に 

取り組み、効果の向上に努める。 

オ その他、効果的で普及性の高い防除方法について､実施状況や効 

果などの情報収集・提供及び普及に努める。 

 

(３)個体数の管理 

① 基本方針 

ア ツキノワグマの地域個体群の安定的な維持のために、狩猟及び許 

可捕獲に対して、年間の捕獲上限数を設定して個体数管理を行うも 

のとする。 

イ 狩猟期の銃器による捕獲行為により、ツキノワグマに人の恐さを 

 学習させる効果が期待できることから、個体数管理の期間は、狩猟 

が始まる 11 月 15 日を起点として、翌年の 11 月 14 日までの１年間 

とする。 

ウ 年間の捕獲上限数は、狩猟と許可捕獲を合わせた捕殺数とする。 

エ 許可捕獲については捕獲上限値以内の捕獲についても、不必要に 

捕殺することは避けて、人を恐れない個体、農作物に執着している 

個体など人の生活圏への出没が抑制できない個体、造林木への加害 

個体などを選択して捕殺することとし、それ以外の個体はできるだ 

け放獣するものとする。 

オ 生息状況や被害状況などに十分留意し、適切な期間・区域・方法 

によって、捕獲の効果が被害防除へ上がるよう努めることとする。 

カ 捕獲上限値を超えた場合の捕獲については、人身被害回避など緊 

 急的な捕獲に限って、より慎重に取り扱うものとする。 

 

   ② 地域個体群ごとの方針 

ア ｢長野北部地域個体群｣、｢越後・三国地域個体群｣、｢北アルプス 

北部地域個体群｣、｢北アルプス南部地域個体群｣、｢中央アルプス地 

域個体群｣、｢南アルプス地域個体群｣、｢関東山地地域個体群｣におい 

ては、絶滅の危機にあるというわけではないが、不必要な殺処分は 

極力避けて個体数管理を行う。 
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イ 「八ヶ岳地域個体群」においては、地域個体群の存続が懸念され 

ることから、ツキノワグマの生息状況のモニタリングに努めながら、 

必要な場合は｢鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法 

律｣に基づく狩猟の禁止又は制限等の措置を、住民の合意形成を図り 

ながら講ずることとする。 

なお、当面の間は、狩猟による捕獲を全面的に自粛することとし、 

関係者に要請することとする。また、個体数調整による捕殺数も抑 

えるため、学習(移動)放獣など非捕殺的手段の導入を積極的に推進 

する。 

 

   ③ 年次ごとの捕獲上限数の設定 

全県及び地域ごとの捕獲上限数は、出没の増減に連動して変動せざ 

    るを得ないことから、平常年の捕獲上限と、出没増加年の捕獲上限の 

２段階として個体群ごとの捕獲数管理を行い、出没増加年の判定は、 

堅果類豊凶調査結果による出没予測と目撃情報の状況により、判断す 

る。 

 

④ 狩猟者の役割等 

     銃猟については、人の恐さを学習させる効果が期待できること、ま 

た、個体数管理の一端でもあることから、八ヶ岳地域個体群を除いて、 

狩猟による捕獲を推進するものとする。 

狩猟者は、ツキノワグマを捕獲した場合、遅滞なく、猟友会各支部 

    又は地域振興局に捕獲日時、場所、雌雄、個体の大きさを報告するも 

のとする。(猟友会各支部が報告を受けたときは、遅滞なく地方事務 

所に報告するものとする。) 

また、狩猟者は、サンプルの提供について、県から求められた場合 

    には協力するものとする。 

狩猟における穴グマ猟については、出産期と重複し、地域個体群の 

    持続的な維持への影響が懸念されることから、原則として行わないこ 

ととする。 

 

⑤ 捕獲数の管理 

     捕獲上限数の設定は､ツキノワグマの適正な保護管理の推進の重要 

    な手段のひとつであるが、実施にあたっては､捕獲数の迅速な把握と周 

知が要点となる。 

このため、前記とともに、(図 15)により地域ごとの捕獲数を常に把 

    握することとし、捕獲上限数に達することが予測されるとき及び達し 

たときは､地域振興局は、市町村及び捕獲実施関係者に周知し、捕獲 
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経

由 

【捕獲実施者】 市町村、郡（支部）猟友会、狩猟者、農業協同組合、森林組合  等 

【地域振興局】 

○ 捕獲許可と捕獲数の把握 

○ 捕獲上限数に達したときには、 

捕獲の許可をより慎重に取り扱う 

【鳥獣対策・ジビエ振興室】 

○ 捕獲許可基準の設定 

○ 全県、地域ごとの捕獲数の管理及び公表 

○ 特定鳥獣保護管理検討委員会への報告 

① 地域の捕獲上限数に達することが予測

されるとき 

② 地域の捕獲上限数に達したとき 

【その他関係者（団体）】 

○ 社団法人長野県猟友会 等 

捕獲許可 

捕獲許可内容の報

告（上限数に達し

た以降） 

捕獲後速やかに報告 

（狩猟は捕獲の都度） 

周知・捕獲の自粛要請 

【市町

村】  

緊急時の  

提

出 

「捕獲報告書」 

報

告 

の自粛を要請するとともに、捕獲の許可については、慎重に取り扱う 

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

図 15 個体数管理の流れ 

(実施手順) 

ａ ツキノワグマを捕獲した者は、捕獲状況等にかかる報告(別添資 

 料９参照)をファクシミリ又は電話等により速やかに捕獲地を管轄 

 する地域振興局に報告する。なお、猟友会各支部が連絡を受けた場 

 合は、狩猟にかかる報告事項を整理し、管轄する地域振興局に報告 

 する。 

ｂ 地域振興局は、常に地域ごとの捕獲状況を管理する。 

ｃ 地域振興局は、捕獲数が地域ごとに定めた捕獲上限数に達するこ 

とが予測されるとき及び上限数に達したときは、鳥獣対策・ジビエ 

振興室へ報告するとともに市町村及び捕獲実施関係者に周知し、捕 

獲自粛を要請する。また、上限数に達した以降の捕獲許可について 

は、より慎重に取り扱うものとともに、許可する案件が生じた場合 

には、鳥獣対策・ジビエ振興室へ報告する。 

 

⑥ 捕獲許可の方針 

     捕獲許可については、被害を効果的に防除するための一つ対策であ 

るという観点に立ち、必要な最小限の場所、期間、頭数の範囲で捕獲 

許可を行うこととする。また、ツキノワグマの地域個体群の安定的な 

維持という観点から、その必要性については十分に審査したうえで、 

被害防除に直結する効果的な個体数調整が行われるよう最大限の配 
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慮を行うこととする。 

     このため、捕獲許可については、次の基本的な方針を定めるものと 

する。 

ア 許可要件 

（ア） 個体数調整は、原則として現に被害が発生しているか又は 

人身被害の発生の恐れがあり、被害防除又は再発防止策を講 

じてもなお被害を防除できない場合に行うものとする。 

（イ） 生息状況や被害状況などに十分留意し、適切な期間・区域・ 

   方法によって、捕獲の効果が被害防除へ上がるよう努めるこ 

ととする。 

    イ 許可の制限 

被害の発生の予察だけを目的とした捕獲は原則として許可しな 

い。 

ウ 区域 

（ア） 人身被害の回避を目的とする場合で、登山道での被害など 

奥山の場合は､捕獲以外の被害の回避方法や再発防止策等に 

関して関係者間で検討することとし、やむを得ないと認めら 

れる場合に必要最小限の区域を限定して行うこととする。 

また､それ以外の地域では､地域の住民が通常生活する区 

域に限定して行うこととする。 

（イ） 農林業被害の防除を目的とする場合は、加害個体を特定し 

たうえで行うか、それが不可能な場合は、被害防除の目的を 

達成するため被害地及びその周辺に実施区域を限定して行う 

こととする。 

    エ 方法 

（ア） 捕獲方法は、捕獲従事者や一般人に危険が及ばないよう｢銃｣ 

   及び原則として｢箱わな｣とする。 

（イ） ｢箱わな｣で捕獲する場合は、放獣を前提としない場合であ 

   っても、捕獲個体に不必要な傷を与えることのないよう注意 

することとし、原則としてドラム缶檻などとし、作業の安全 

性に配慮したドラム缶檻への移行を進めるものとする。 

    オ その他 

（ア） 捕殺したツキノワグマの処理は、埋設・焼却又は自家消費 

を基本とするが、それ以外に食用として利用する場合は、捕 

獲の必要性について疑問を抱かせることのないよう、捕獲許 

可証の写しを添付して、許可を得た獣肉処理施設に持ち込む 

ものとし、捕獲報告書に記載する。 
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（イ） 環境保全研究所が行うモニタリング用サンプルの提供を行 

うものとする。 

（ウ） 胆のうについては、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及 

び安全性の確保等に関する法律」（薬事法）に抵触しないよう 

扱うものとする。 

（エ） 捕獲以外の被害防除対策として、生ゴミの不適切な処理の 

改善、餌付け等の禁止などの再発防止策等に関して、関係者 

に指導等を行うこととする。 

 

⑦ 緊急時における捕獲許可事務の特例処理 

ア 次の事項に該当する場合については、住民の迅速な安全の確保を 

図るため、｢知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例｣ 

(平成 11 年長野県条例第 46 号)等により、許可権限を市町村長に一 

部移譲するものとする。 

 なお、この場合においても、鳥獣保護管理法第 38 条の銃猟の制限 

（禁止）は適用される。（別添資料 11） 

（ア） 日常生活の範囲内で人の生命又は身体に対しツキノワグマ 

による危害が発生した場合又は発生する可能性が非常に高い 

場合(当該危害を受けた者が、山菜等の採取その他の行楽、測 

量、農林業作業その他の業務のため山林に立ち入った場合を 

除く。) 

（イ） 人家又はその敷地内にツキノワグマが侵入している場合 

（ウ） 学校、病院その他の人が滞在し若しくは活動している施設 

又はその敷地内にツキノワグマが侵入している場合 

イ 市町村長は捕獲許可した事案について、出没の経過、出没要因、 

当日の対応、今後の対策等について取りまとめのうえ県に速やかに 

報告(別添資料 10)するものとし、県は必要の都度、検討委員会を開

催し、当該許可事案について検証するものとする。 

    ウ 検討委員会での検証の結果、適切な業務の執行を図るうえで必要 

があると認める場合には、県は市町村に対し助言等を行うものとす 

る。 

    エ また、ツキノワグマの出没などの通報があった場合は、市町村、 

地域振興局、警察署、地区猟友会、クマ対策員、鳥獣保護管理員な 

どの関係機関や専門家が連携し、人身被害の回避に向け迅速な対応 

を行うものとする。 
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   ⑧ 特定地域における個体数の管理の特例 

ア 豪雪地帯における特例 

      豪雪地帯においては、狩猟期においてツキノワグマの捕獲が困難 

なことから、生息状況など地域の状況を把握して、専門家を含む保 

護管理協議等により、地域の保護管理に関する計画を策定し、計画 

的に春期捕獲を実施して、その評価もできる体制が整った地域にお 

いては、検討委員会において議論を行ったうえで実施の可否につい 

ての検討を行うものとする。 

また、実施に向けては、春期捕獲がもたらす様々な懸念や危惧が 

生じないよう厳密なルールを設け、科学的な検証のもとに実施でき 

る地域においてのみ限定的に実施する必要があり、特例の捕獲許可 

条件等を整備する。 

イ 捕獲許可対象者 

捕獲許可対象者は、特例を受けた市町村又は市町村が捕獲実施者 

として推薦した者とする。 

ウ 実施要件 

現に被害が発生しているか又は人身被害の発生の恐れがある場 

     合に加え、｢過去の被害発生状況｣｢狩猟による捕獲状況｣｢ツキノワグ 

     マの生息状況｣等の要因も考慮して行うことができるものとする。 

エ 特例措置の適用 

（ア） 適用に当たっては、あらかじめ検討委員会の意見を聞くほ 

か、毎年、同委員会による実施状況の検証を行い対象者及び 

内容について見直しを行うこととする。 

（イ） 捕獲許可に際し、より適正な保護管理を実施するため、次 

の必要な条件等を付することとする。 

 

表 10 栄村における特例捕獲許可条件等 

対

象 

許可対象者 下水内郡栄村及び同村が推薦する者 

許可対象地

域 

下水内郡栄村一円 

理由 

１ 下水内郡栄村内の国道４０５号沿いの集落いわゆる秋

山郷一帯の地域では、マタギの伝統を継承しているとし

て、現在までツキノワグマの生息数を減少させることなく

地域特有の保護管理が図られてきた。 

２ 豪雪地帯であり、狩猟期間における捕獲が不可能なた

め、春期に被害発生を予察して個体数を管理することで被

害防除が図られてきた。 

３ 当地域の属する「越後・三国地域個体群」におけるツキ

ノワグマの生息状況は、当面、緊急的な保護対策を要しな

いとされている。 
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許

可

条

件 

１ 捕獲時期  概ね４月 10 日～５月 10 日の間で必要な期間 

２ 捕獲対象  子連れは認めない。可能な限りオスを特定して行う。 

３ 捕獲区域  いわゆる秋山郷一帯で被害発生のおそれがある地域とす

る。 

なお、被害状況や生息状況を考慮して特に必要と認めら

れる 

場合はこの限りでない。 

４ 捕獲方法  穴グマ猟は認めない。 

５ 報告事項  栄村は、捕獲を通じて得たツキノワグマの生息状況等に

つい 

て取りまとめ県に報告すること。 

６ その他   必要に応じて条件を付するものとする。 

そ

の

他 

１ 栄村における地域版の計画の策定を継続し、その中で、捕獲や伝統的

な技術伝承の方法等のマタギのルールを明記すること。 

２ 栄村からの報告事項を踏まえ、県は、次の事項に留意して当該地域の

状況について毎年検証を行い、必要な場合は特例措置の適用を見直すこ

ととする。 

（１）生息状況 

（２）被害状況 

（３）狩猟の実施状況 

（４）個体数調整による捕獲の実施日・対象個体・方法  等 

３ 前項の検証に当り、捕獲実施者（許可対象者）に対し、当該地域のツ

キノワグマの生息動向やサンプル等の必要な資料の収集に協力するよう

要請することとし、必要な場合は捕獲許可の条件とする。 

  

⑨ 捕獲規制の実施 

｢八ヶ岳地域個体群｣については、生息分布の分断・縮小化が著しく、 

地域個体群の存続が懸念されることから、この地域ではモニタリング 

を実施しながら、必要な場合は｢鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適 

正化に関する法律｣に基づく捕獲規制を行うこととし、次の手順によ 

り推進することとする。 

ア 個体数調整及び狩猟による捕獲の都度、捕獲報告書を提出しても 

らうとともに、出没情報、被害状況などにより、生息動向を把握す 

る。 

イ 生息動向を踏まえ、必要に応じ地域住民の合意形成を図り､｢鳥獣 

の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律｣第 12 条第１～２ 

項に基づく｢捕獲の禁止又は制限｣等の措置を講ずることとする。 

ウ 当面は、関係者に対し捕獲の全面的な自粛を要請していくことと 

 する。ただし、｢生息地などの環境整備｣並びに｢被害防除の実施｣を 

 行っても被害を防除することができない場合に限り個体数調整を 

許可するものとする。 

 

⑩ 学習(移動)放獣の普及 

ツキノワグマの個体数の管理は、ツキノワグマの地域個体群を長期 
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にわたり安定的に維持する目的から、上限数を設定して捕獲の自粛を 

行うことを基本としている。 

農林業被害を軽減させるためには､誘引原因を除去しなければ、他の 

ツキノワグマが出現し、不必要な捕殺のきっかけとなるだけでなく、 

被害の軽減に繋がらないため、捕獲対策のほかに、電気柵の設置など 

の被害防除の実施や誘引物の除去等、出没防止策をあわせて実施する。 

また、放獣する個体の個性の見極めが重要であることから、クマ対 

策員と連携して実施する。 

学習(移動)放獣の効果については、捕獲場所や放獣の仕方、放獣場 

所など実施状況が一様でないことから、その効果を評価するのは難し 

いが、本県の上伊那地域及び木曽地域における 2007(H19)年から 

2015(H27)年の 9 ヶ年間の再捕獲の状況を調べてみると、許可捕獲に 

おいて捕獲した後放獣した個体のうち、２年以内に許可捕獲により再 

捕獲される再捕獲率は上伊那地域で 17%、木曽地域で 15％と低い状況 

にある。 

 

表 11 2007(H19)年から 2015（H27）９年間の放獣数及び放獣後の再捕獲数 

 

 

 

 

＊放獣数は、許可捕獲により捕獲された後、放獣された数 

＊再捕獲数は、上記のうち、許可捕獲により再捕獲された数 

ア 学習(移動)放獣の基準 

放獣に当たっては、出没場所及び被害状況、捕獲個体の特性などを 

考慮し、別添｢ツキノワグマ出没対応マニュアル｣及び下記の殺処分対 

象個体以外の個体について市町村と連携し、地元住民等の理解が得ら 

れた場合に実施するものとする。(別添資料 11 参照) 

(ア) 捕殺対象個体 

捕獲された個体のうち、次のいずれかに該当する個体については 

     捕殺としてもやむを得ない。 

・人身被害を起こした個体 

・日中住宅地に出没しているなど、人間を恐れない個体 

・被害防除（電気柵の設置等）を実施しても防除施設等を壊して被 

害を出すなど、農作物への執着が強く学習効果が期待できない個体 

・造林木への加害個体 

・以前に放獣した個体(錯誤捕獲による個体を除く)にもかかわら 

ず、被害防除を行っている箇所で被害を再発し、再度捕獲された 

もの 

区分 放獣数 再捕獲数 再捕獲率 

上伊那 127 22 17.3% 

木 曽 118 18 15.3% 
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（イ） 効果的な技術の収集・提供 

より効果的な学習(移動)放獣の技術の情報収集・提供に努める 

こととする。 

（ウ） 学習(移動)放獣の支援 

学習(移動)放獣を実施する市町村及び団体に対しては、支援を 

行うこととし、地域個体群の安定的な維持が懸念される地域を優 

先する。 

イ 学習(移動)放獣実施体制の整備 

捕獲されたツキノワグマの移動放獣に当たっては、住民の安全・安 

心と野生動物の保護管理の両面から迅速な対応が必要であり、大学、 

NPO、地元獣医師、鳥獣保護管理員、クマ対策員等の専門家との連携 

等、野生動物の生態や麻酔薬の施用のできる者による実行体制を地域 

ごとに整えることとする。 

ウ 放獣場所の確保 

現在、地域個体群ごとのツキノワグマの遺伝的特性の解析ができて 

いないことから、学習(移動)放獣にあたっては、捕獲場所と同一の地 

域個体群内で実施するものとし、各地域振興局の野生鳥獣保護管理対 

策協議会(総称)(以下｢協議会｣という。)において、放獣場所の広域的 

な対応を検討していくこととする。 

また、国有林についてもツキノワグマの生息地であることから、協 

議会等において調整し、連携を図ることとする。 

 

⑪ 錯誤捕獲の防止 

ツキノワグマの生息地において、ツキノワグマ以外の獣類を捕獲する 

目的でわな等を設置する場合は、誤ってツキノワグマが捕獲されること 

のないよう、次の事項について十分配慮することとする。 

錯誤捕獲された場合は、原則として放獣とする。放獣は、本来捕獲者 

自らが行うべきものであるが、ツキノワグマの放獣については危険がと 

もなうため、市町村及び県、クマ対策員等の専門家が協力し放獣を行う 

ものとする。 

また、ツキノワグマだけがかかりにくいくくりわなについて、安全性 

や効果の検証を行い、確認ができれば普及を図ることとする。 

ア 箱わな等を設置した場合において、クマの足跡などの痕跡がわな及 

 びその周辺で発見された場合には、箱わなの扉を閉じるなどクマの錯 

誤捕獲を防止する措置をとるように努めるものとする。 

イ サルの捕獲檻については、ツキノワグマを誘引する可能性のある餌 

の使用を避けるとともに、クマが脱出可能または捕獲されにくい小型 

檻とすること。 
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ウ イノシシ、ニホンジカ捕獲用の箱わなを使用する場合は、天井部に 

30cm 程度の脱出口を設けること 

エ ニホンジカ等の捕獲のためにくくりわなを使用する場合には、クマ 

が人里に近づくことが多い 8 月頃の使用の自粛又は設置場所の配慮を 

要請し、錯誤捕獲しないように努めること。 

 

８ モニタリング 

野生鳥獣の生息状況は流動的で不確実性が高いものであることから、より 

 実態にあった保護管理を行うため、各種の保護管理施策と並行してモニタリ 

ングを繰り返し行うことで施策の実施状況を把握し、計画の評価・検討・修 

正を行う必要がある。 

モニタリングは｢短期的モニタリング｣(表 12)と｢長期的モニタリング｣(表 

13)に整理し、実施することとする。 

モニタリングの結果は、検討委員会に諮り、計画にフィードバック 

 させることとする。 

また、関係者と情報を共有し問題等の解決に当たるため、モニタリング結 

 果は速やかに公表することとする。 

  なお、生息密度の推定にあたっては、精度を高めるために、既存の調査手 

法とともに新たな調査手法の模索を行い、モニタリングの精度を高める。 

 

表 12  短期的モニタリング 

調査項目 

対象 

地域 

調査内容 調査方法 実施主体 

実施 

時期 

出

没

情

報 

目撃、痕跡

の記録 

全県 

各市町村におい

て、住民等から寄

せられるクマの

目撃、痕跡等を整

理し、出没マップ

を作成する。 

電話等による

聞き取りによ

る収集 

市町村 通年 

全県 

森林整備や測量

などの業務時の

痕跡の発見やク

マの目撃情報の

収集 

市町村職員、森

林組合技術員

等からの情報

の収集 

地域振興局 通年 

個

体

情

報 

捕獲記録 

全県 

捕獲の日時・方

法・場所､個体の

体重体長等・性

別､その他 

捕獲報告書の

収集 

捕獲者又は市

町村 

 

 

 

環境保全 

研究所 

捕獲時 

子の有無、その他 

試料収集 

歯・肉片・体毛か

らの情報、その他 

捕獲個体から

の収集・分析 
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生

息

動

向 

春期の捕獲

行為時の目

撃記録 

特定 

地域 

春期の捕獲行為

実施時の目撃情

報の収集 

市町村、猟友会

からの報告 

市町村 春期 

生

息

環

境 

夏期の豊凶

調査 

全県 

夏期における果

実・堅果類の有無

の調査 

果実、堅果類の

着果の有無な

どを調査 

地域振興局 

林業総合 

センター 

夏期 

豊凶調査 結実状況 

定点による堅

果類などの落

下数等調査 

林業総合 

センター 

秋期 

被

害

状

況 

農林被害 

被害の品目・金

額・面積・被害量、

その他 

地域振興局の

報告 

市町村 

地域振興局 

毎 年度

当初 

人身被害 

発生した日時・場

所 ､被 害 者 の性

別・年齢、発生の

状況、負傷の程

度、発生後の対

応、その他 

被害者への聞

き取り等 

市町村 

地域振興局 

発生時 

捕

獲

作

業

状

況 

捕獲許可 

許可した日、許可

の期間・頭数、許

可対象
（従事者）

の人数、被害状

況､その他 

地域振興局の

報告 

市町村 

地域振興局 

捕 獲許

可時 

捕獲作業 

作業した人数・日

数 ・時 間 帯 ､個

体・痕跡の確認の

有無、その他 

出猟日誌 

市町村 

地域振興局 

捕 獲作

業時 

 

表 13 長期的モニタリング 

調査項目 

対象 

地域 

調査内容 調査方法 

実施 

主体 

実施 

時期 

生

息

動

向 

分布

状況 

全県 

個体・痕跡の確認位

置、捕獲位置、その

他 

アンケート 

聞き取り 

県 

平成 

33 

年度 

（被害

状況等

の把

握、ベ

イズ法

による

推定は

毎年

度） 

生息

密度 

生息密度、個体数、

個体群動向、その他 

ヘアートラップ、カメ

ラトラップ、ベイズ法

による推定等 

被

害

状

況 

農林

業被

害 

被害の場所・被害

量・品目､被害者の意

識、その他 

アンケート 

聞き取り 

人身

被害 

被害場所等 

防除

効果 

防除の方法､実施状

況、効果の程度、そ

の他 
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９ 計画の実行体制と普及啓発 

科学的知見及び地域に根ざした情報に基づき、保護管理を適切に推進して 

 いくために、県、市町村、狩猟者団体(猟友会)、検討委員会、ＮＰＯ，大学、 

 協議会等の関係機関やクマ対策員等専門家の各主体が連携を密にし、合意形 

成を図りながら計画を実施することとし、それぞれが果たす役割を次のとお 

り定める。 

また、県民の理解や協力のもとで保護管理が進むよう、各主体が相互に連 

 携しあい、報道関係機関の協力のもとで各種普及啓発を推進することとする。 

なお、ツキノワグマの保護管理や被害予防対策を担う被害対策チームなど 

 関係機関の職員等は、ツキノワグマの生態を踏まえた対策の助言や指導を行 

うとともに、被害の状況に応じた捕獲の必要性や移動放獣の妥当性の判断、 

被害者や地域住民及び利害関係者間の意見調整を行う必要がある。 

このため、判断等にあたっては、クマ対策員などの専門家との連携の上に 

 実施するとともに、これらの職員等の専門性の確保のための研修会や人材の 

育成等を推進することとする。 

 

(１)各主体が果たす役割 

① 県 

    県は、幅広い主体の参画のもとで、計画の策定、計画に基づく各種施 

策の実行・モニタリング・施策の評価・計画の見直しを行うこととし、 

その円滑な運用のために次のことを行うこととする。 

ア 個体数調整や狩猟、各種対策等の実施状況の把握に努め、県のホー 

ムページ等を通じて県民への積極的な情報提供を行うとともに、関係 

者に対する情報の提供、必要な指示及び助言を行う。 

イ 計画の推進に当たっては、林業総合センター、環境保全研究所、農 

業技術課等の研究・指導機関や信州大学、ＮＰＯ等の専門家と連携を 

図るとともに、市町村、国、隣接県、狩猟者等との調整を図りながら 

行う。 

ウ 関係者に計画への協力を要請し、保護管理を効果的に実施するため 

の体制づくりを行う。 

エ 保護管理に対する県民の理解を深めるため、保護管理に基づく各種 

対策やツキノワグマの生態等に関する啓発に努める。 

オ 各地域にツキノワグマの専門家を育成するための支援を行うととも 

に、当面の間、県下４ブロックにクマ対策員を配置し、事故回避のた 

めの迅速な対応と被害予防対策の推進を図る。 

カ 農林業被害、特に林業被害の軽減させるために、捕獲対策を含むよ 

り効果的な防除方法及びツキノワグマの錯誤捕獲を防ぐくくりわな 

の検証等を行い、効果が確認されれば普及を図る。 
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キ 林務部、農政部、環境部、観光部、健康福祉部等関係部局が連携し、 

定期的に情報を共有しながら適正な保護管理や総合的な被害防除対 

策を推進するとともに、必要な対策及び関係者に対する支援を検討し、 

そのための予算措置に努める。また、国に対し支援を要請する。 

ケ 狩猟期の銃器による捕獲行為により、ツキノワグマに人の恐さを学 

習させる効果が期待できること、出没時の捕獲行為など狩猟者の果た 

す役割が大きいことから、狩猟者の確保や社会的地位の向上など、狩 

猟者が活動しやすい環境づくりに努める。 

 

  ② 県現地機関 

現地機関においては、被害対策チームを主として、地域的な被害対策、 

保護管理が円滑に推進されるよう次の事項を実施することとする。 

ア 協議会を開催し合意形成を図り、地域的な保護管理の適正かつ円滑 

な実施を図る。また、協議会の開催に当たってはクマ対策員等の専門 

家の参画を図る。 

イ 管内を超えた広域的な保護管理が必要な場合は、各種の施策が円滑 

に実施されるよう関係者間の調整を図る。 

ウ 市町村ごとの協議会との十分な連携を図り、出没情報などの地域的 

特性を把握し、効果的な予防対策の戦略的な支援に努める。 

     市町村と連携して、被害状況等の情報収集に努めるとともに、必要 

    に応じて、現地調査を行い、総合的な対策の支援を行う。 

エ 個体数管理の捕獲許可に当たっては迅速な調査を行い、ツキノワグ 

マの被害、痕跡を確認するとともに、必要な場合には、防除対策等の 

指導、支援を行う。 

オ 捕獲した個体については、｢学習(移動)放獣の基準｣に基づき捕殺又 

は放獣の判断を行うこととし、必要に応じてクマ対策員の助言を受け 

るものとする。 

カ 学習(移動)放獣の実施に当たっては、市町村、クマ対策員等関係者 

との調整を図るとともに、緊急を要する場合等、必要に応じ自らも実 

施する。 

キ 人身被害の発生及び発生の恐れがあるときは緊急体制を整備し、市 

町村と十分連携して回避や被害の拡大防止に努める。 

ク 市町村と連携し、農林業者や地域住民を対象に被害防除対策研修会 

等を開催し、防除技術の普及啓発に努める。 

   ケ 錯誤捕獲については市町村及びクマ対策員等の専門家と協力し、放 

獣を行う。 

コ 個体数調整や狩猟の実施状況を把握するとともに、モニタリングに 

より地域における必要な情報を把握し、鳥獣対策・ジビエ振興室、ク 
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マ対策員、鳥獣保護管理員等関係者に報告又は情報提供する。 

カ 林業総合センター、環境保全研究所、農業技術課などの試験研究・ 

指導機関では、鳥獣対策・ジビエ振興室、各被害対策チームと連携し 

て、保護管理計画の実施に必要となる専門的な支援を行う。また、そ 

れぞれの機関で保護管理を進めるにあたり、必要とされる捕獲個体の 

分析、被害防除技術の検討などを進めるとともに、新たな知見、技術 

を県を含めた関係機関に提供していく。 

 

③ 市町村 

ア 地域住民及び県など関係者と連携し、計画に基づく各種施策の実施 

等、地域の実情に応じた対策を行う。 

イ 出没情報、被害情報の把握に努め、住民や観光客等に対して、情報 

提供して人身被害の未然防止に努める。 

ウ 効率的、効果的な被害防除対策を推進するため、地方事務所が開催 

する協議会に準じた協議会を開催し、地区ごとの被害の管理とともに、 

土地利用のあり方や被害防除ラインの設定、被害予防対策の導入など 

を検討する。 

エ 県と連携し、農林業者や地域住民に対する保護管理上の各種対策や 

ツキノワグマの生態等に関する啓発を行う。 

オ 地域振興局、猟友会支部、警察署、クマ対策員、鳥獣保護管理員等 

関係者と連携し、住宅地へのツキノワグマの出没など緊急時の出動体 

制を整備し、人身被害の回避等住民の安全確保に努める。 

カ 錯誤捕獲については県及びクマ対策員等の専門家と協力し、放獣を 

行う。 

キ 捕獲した個体のうち、クマ対策員などの専門家の知見のもと、被害 

を再発させない可能性のある個体は、地域振興局と連携し、学習(移 

動)放獣に努めるものとする。 

ク 地域振興局と連携し、被害防除技術の普及啓発や集落ぐるみの防除 

対策の支援に努める。 

ケ ツキノワグマの生息動向等の把握に努め、出没マップ等を作成する 

とともに、モニタリング資料の収集に協力する。 

 

④ 狩猟者団体・狩猟者 

ア 狩猟者は保護管理の担い手として、計画の必要性及び内容を理解し 

たうえで、県又は市町村の要請に基づき必要な措置を実施する。 

イ ツキノワグマが集落周辺、市街地等へ出没している場合や里地で人 

身被害が発生した場合においては、市町村、県などの依頼に基づき、 

県民の安全確保のために、ツキノワグマの捕獲などの対応を行う。 
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ウ 野生鳥獣の生態を熟知する者として、必要に応じ行政、関係団体、 

住民に対し、被害防除などについての助言を行う。 

エ 狩猟による捕獲をとおして、ツキノワグマに人の恐さを学習させる 

効果が期待できる。また、狩猟圧がツキノワグマと人との緊張関係を 

生じ、人里への出没抑制に貢献しているといわれていることから、適 

正な狩猟の実施を行う。 

オ ツキノワグマの生息動向等のモニタリングのための捕獲個体の情報 

収集やサンプルの収集に協力し、県への報告を行う。 

 

⑤ 特定鳥獣等保護管理検討委員会 

    学識経験者や関係団体等で構成する特定鳥獣等保護管理検討委員会は、 

計画の作成及び見直し、保護管理施策についての必要な検討及び助言、 

モニタリング結果の評価・分析等を行う。 

    また、より専門的な検討を行うため、ツキノワグマ部会を設置する。 

 

⑥ クマ対策員 

地域振興局等の依頼を受け、ツキノワグマ出没時の捕獲や現場の検証、 

防除対策の指導など、ツキノワグマ対策全般に関して、被害対策チーム 

と連携を図りながら対応をする。  

 

⑦ ＮＰＯ，大学等の専門家 

    計画の目標を達成するための各施策の実施に当たり、県、市町村と連 

携しながら、学習(移動)放獣や生態調査などの専門分野の主体的な役割 

を発揮する。また、クマ対策員の設置に協力する。 

 

⑧ 野生鳥獣保護管理対策協議会 

    協議会は、市町村ごとの協議会と連携して、被害を管理し、効果的な 

被害の予防対策等を検討する。 

 

⑨ 鳥獣保護管理員・広域鳥獣保護管理員 

    狩猟の適正化のための指導とともに、緊急捕獲時やモニタリング資料 

の収集等クマ対策員の活動に協力するとともに住民に対する啓発につい 

て協力する。 

 

⑩ 農林業者 

    自らの所有地又は営農地の適切な管理と予防対策に努める。また、必 

要に応じ、地域内の農林業者と連携した統一的な予防対策に努める。 

 

⑪ 県民 

    ツキノワグマの生態や習性、農山村の現状等の理解に努めるとともに、 
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自ら実施できる対策への参加や生息情報の収集、予防対策の推進等に協 

力する。 

 

(２)隣接県等との調整  

生息状況や捕獲状況などの情報共有を行うとともに、計画の目標を達成 

するため必要な事項について、関係する県と施策の調整を図ることとする。 

また､国に対しても必要な支援等を要請することとする。 

 

(３)クマ対策員や専門家による科学的な対策の推進 

① 県は、保護管理の一層の浸透を図り、効果的な被害の予防対策の推進 

や出没時・被害発生時の迅速な対応を確保するため、ＮＰＯ，大学と連 

携し、クマ対策員が随時出動できる環境を整備する。 

 

② また、ツキノワグマの生態や被害防除技術についての地域研修会の開 

催など地域の要請に応じ専門家(被害対策支援チーム)を派遣する。 

 

(４)普及啓発 

① 適正な保護管理を推進するため、各主体が連携し、インターネット、 

各種メディア、現地説明会、標識・看板の設置などを通じて、保護管理 

計画の計画事項や具体的な施策等について積極的に普及啓発を進めるこ 

ととする。 

 

② 学校や公民館など教育機関、報道機関等と連携を図り、環境教育など 

を通して児童・生徒や地域住民に対し、ツキノワグマを始めとする野生 

鳥獣との適正な関わり方などについて啓発を図るよう努めることとする。 

 

③ 観光客が多数訪れる高山観光地においては、観光客に対して、施設管 

理者、地元観光協会、交通機関など関係機関が連携しながら、クマの出 

没情報の提供に努めるとともに、クマとの遭遇を避ける方法などについ 

て、啓発を行う。 

 

(５)人材育成 

   人と野生鳥獣との軋轢が増加する中で、科学的な保護管理を地域レベル 

で推進していくために、関係各機関が連携し、関係職員の専門性の確保や 

幅広い人材の育成を進めることとする。 

   特に、狩猟者の高齢化や減少が著しいことから、狩猟者の育成・確保を 

組織的に進めることとする。 
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 (６)県民合意の形成 

   計画に基づく、効果的な対策を推進するためには、県民、農林業者、養 

蜂や養魚場などの事業者等の理解と協力が不可欠であり、今後、非意図的 

な誘引(餌付け)行為の改善への協力など、県民合意を形成するための様々 

な方策について研究を進めることとする。 
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